
別紙５　申請書等の様式
                                                                    （様式１）
	競争参加資格確認申請書
平成　　年　　月　　日
  分任支出負担行為担当官
  中部地方整備局静岡河川事務所長　　井口　泰行　殿
住所　　　　　　　　　  
商号又は名称　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　印
（又は○○支店長　○○　○○）
（設計共同体の場合は、以下のように記入すること。）
共同体事務所の所在地
○○○○業務△△・○○設計共同体
△△㈱  役職名　氏名　　　　　　　 印
○○㈱  役職名　氏名　　　　　　　 印
　平成２４年５月７日付けで公告のありました「平成２４年度　静岡河川事務所安倍川砂防用地補償総合技術業務」に係る競争参加資格について確認されたく必要書類を添えて申請します。
　なお、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条の規定する者でないこと及び添付資料の内容については事実と相違ないことを誓約します。


注）印については、持参又は郵送等にて提出する場合は、押印するものとする。
なお、紙入札方式による場合は、返信用封筒として、表に申請者の住所及び商号又は名称を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金（380円）に相当する切手を貼った長３号封筒を申請書と併せて提出してください。
（様式２）
平成　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局静岡河川事務所長　　井口　泰行　殿
住所　　　　　　　　　  
商号又は名称　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　 　　 　印
（又は○○支店長　○○　○○）
　　　　　　　                     （設計共同体の場合は、以下のように記入すること。）
共同体事務所の所在地　　　　　  
○○○○業務△△・○○設計共同体
△△㈱  役職名　氏名　　　　　　　 印
○○㈱  役職名　氏名　　　　　　　 印
平成２４年度　静岡河川事務所安倍川砂防用地補償総合技術業務
競争参加資格確認資料
連絡先　 担当部署　　　　　　　　　　
   　　　氏　　名　　　　　　　　　　
         Ｔ Ｅ Ｌ　　　　　　　　　　
         Ｆ Ａ Ｘ　　　　　　　　　　
         アドレス　　　　　　　　　　
　平成２４年５月７日付けで公告のありました「平成２４年度　静岡河川事務所安倍川砂防用地補償総合技術業務」の競争参加資格確認資料を別紙のとおり提出します。
注１）電子入札システムにより提出すること。ただし、競争参加資格確認申請書等の、合計容量が３ＭＢを超える場合には、持参又は郵送等（締切日時必着）で提出すること。この場合、提出書類は書面に加え電子媒体（ＣＤ－ＲＯＭ等）に入札説明書「６．申請書等の提出等」の（１）の形式で作成したファイルを記録したものとする。
注２）印については、持参又は郵送等にて提出する場合は、押印するものとする。
（様式３）
・企業の経歴及び平成１４年度以降に完了した業務実績
	①会社名（代表者）

	②住所


	③補償コンサルタント登録規程に基づく登録状況

	登録部門
	登　録　番　号　等
	登　録　年　月　日

	総合補償部門
土地調査部門
土地評価部門
物件部門
機械工作物部門
営業補償・特殊補償部門
事業損失部門
補償関連部門
	
	

	④企業の平成１４年度以降に完了した業務

	業務分類
	○○部門に係る補償業務

	業務名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
住所
TEL

	

	業務の概要

	

	技術的特徴

	


注１：業務分類には、補償コンサルタント登録規程第２条第１項の別表及び運用についての記１の別表に定める登録部門のいずれかの業務であるかを記載する。
注２：様式５に記載した技術者の同種又は類似業務を重複して記載できる。
注３：業務実績は、１件とする。
（様式４）
・業務履行箇所における被補償者との資本的・人的関係
	発注に係る本業務の履行箇所に係る被補償者との間において資本的・人的な関係がない
こと。（企業・予定主任担当者・担当技術者・業務従事者別）

	


注：本様式は中立性・公平性の記載を求めるものである。企業については資本的・人的な関係がないことを、配置予定主任担当者等については、人的関係がないことを記載する。
（様式５）
・予定主任担当者の経歴等
	ふりがな
①氏名
	②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格等
  補償業務管理者（○○部門）・登録番号：　　　　　・取得年月日：


	⑤同種又は類似業務の経歴

	業務分類
	業務名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間

	同種業務（又は類似業務）


	
	
	
	

	⑥手持業務の状況（平成２４年５月７日現在）
主任担当者、又は担当技術者となっている契約金額500万円以上（ただし、国土交通省直轄業務において調査基準価格を下回る金額で落札した業務は、業務名の先頭に【低】を付して記載すること。）

	業務名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	
	（契 約 金 額 合 計 　 　 　  万 円 ）

	⑦指導監督的実務経験の経歴

	１）                                    　     　年　月～  年　月（　年　ヶ月）
２）                                  　　     　年　月～  年　月（　年　ヶ月）
３）                                      　   　年　月～  年　月（　年　ヶ月）
                                             　          　累　計（　年　ヶ月）


注１：④の保有資格等において、経験による場合は、その経験がわかる書面等（業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写し等）を提出すること。
注２：④の経歴と⑦の指導監督的実務経験の経歴は、累計年数分の経歴を全て記載する。また、業務の履行期間で重複している期間があるときは、一方の期間のみを累計として算定する。
注３：⑤の主任担当者の同種又は類似業務の経歴は、最大４件（業務分類毎に１件）とする。
注４：予定担当技術者及び予定業務従事者の経歴等は１件とし、当該様式を準用して予定技術者毎に記載する。提出にあたっては、表題の「主任担当者」を「担当技術者」又は「業務従事者」に換えて記載すること。
（様式６）
・予定主任担当者の平成１４年度以降に完了した同種又は類似業務実績

	業務分類
	同種業務（又は類似業務）

	業務名
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
住所
ＴＥＬ


	

	業務の概要
	（○○○○○として従事）

	業務の技術的特徴


	

	当該技術者の
業務担当の内容


	

	当該地域の業務実績（地域精通度の調査）（１件）



	業務名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	履行対象地域
	契約金額

	
	
	
	
	
	


注１：業務分類には、「予定主任担当者に必要とされる同種又は類似業務等の実績」に記述のある「同種業務」、「類似業務」のいずれかを記載すること。
注２：業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記載すること。
注３：業務実績は、最大４件（１件につき１枚以内）とし、その業務の経歴がわかる書面等（業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写し等）を提出すること。
注４：○○○○○には「主任担当者」又は「担当技術者」又は「業務従事者」の各名称を記載すること。
注５：予定担当技術者及び予定業務従事者の過去に従事した調査算定業務の実績は１件とし、当該様式を準用して予定技術者毎に記載する。提出にあたっては、表題の「主任担当者」を「担当技術者」又は「業務従事者」に換えて記載することとし、当該地域の業務実績については記載しない。
（様式７）
・「中部地方整備局等」管内に有している業務拠点を１箇所記載する。

	住所
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	会社名
	

	役職名　代表者氏名
	


（様式８）
・業務実施体制
	分担業務の内容
	備　　　　　考

	
	

	
	

	
	


注１：単体企業、設計共同体、いずれの場合においても業務の分担について記載する。
注２：設計共同体により業務を実施する場合は、備考欄に設計共同体の構成員である旨を記述するとともに、企業名等を記述すること。また、代表者はその旨を記述すること。
注３：他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、備考欄にその旨を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由（企業の技術的特徴等）を記載すること。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。
注４：担当技術者○名、業務従事者○名に加え代替要員が確保できる場合は追記することができる。その場合は備考欄に代替○名及び資格・実績を明記すること。
・配置予定技術者の業務実施体制
	区分
	配置人員
	役割分担
	備考

	担当技術者
	氏　名  　資格・実績
	○○○　○名
○○○　○名
	代替　○名

	業務従事者
	氏　名  　資格・実績
	○○○　○名
○○○　○名
	代替　○名


注１：配置する者に資格等がある場合は、様式５及び６を準用してその内容を記載すること。
（様式９）
平成　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局静岡河川事務所長　　井口　泰行　殿
住所　　　　　　　　　  
商号又は名称　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　 　　 　印
（又は○○支店長　○○　○○）
　　　　　　　                   （設計共同体の場合は、以下のように記入すること。）
共同体事務所の所在地　　　　　  
○○○○業務△△・○○設計共同体
△△㈱  役職名　氏名　　　　　　　印
○○㈱  役職名　氏名　　　　　　　印
平成２４年度　静岡河川事務所安倍川砂防用地補償総合技術業務
技 術 提 案 書
連絡先　 担当部署　　　　　　　　
   　　　氏　　名　　　　　　　　
         Ｔ Ｅ Ｌ　　　　　　　　
         Ｆ Ａ Ｘ　　　　　　　　
　平成２４年５月７日付けで公告のありました「平成２４年度　静岡河川事務所安倍川砂防用地補償総合技術業務」の技術提案書を別紙のとおり提出します。
注１）電子入札システムにより提出すること。ただし、競争参加資格確認申請書等と同時に提出する場合や技術提案書の提出において合計容量が３ＭＢを超える場合には、持参又は郵送等（締切日時必着）で提出すること。この場合、提出書類は電子媒体（ＣＤ－ＲＯＭ等）に入札説明書「６．申請書等の提出等」の（１）の形式で作成したファイルを記録したものを添付すること。
注２）印については、持参又は郵送等にて提出する場合は、押印するものとする。
（様式１０）
・業務の実施方針
	業務の実施方針

	（Ａ４サイズ、２枚以内とする。）


 ※業務実施体制図は別途添付すること。
（様式１１）
・技術提案
	技術提案：本業務における留意点

	（Ａ４サイズ、１枚以内とする。）


（様式１２）
                                                  平成　　年　　月　　日
分任支出負担行為担当官
中部地方整備局静岡河川事務所長　井口　泰行　殿
住所　　　　　　　　　 
商号又は名称　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　 　　 　印
（又は○○支店長　○○　○○）
　　　　　　　             （設計共同体の場合は、以下のように記入すること。）
共同体事務所の所在地　　　　　  
○○○○業務△△・○○設計共同体
△△㈱  役職名　氏名　　　　　　　印
○○㈱  役職名　氏名　　　　　　　印
平成２４年度　静岡河川事務所安倍川砂防用地補償総合技術業務の競争参加資格確認申請書は、容量を超えたため持参（又は郵送）にて提出します。なお、問い合わせ先は下記のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．問い合わせ先
       担当者　：
       部　署　：  ○○本店○○部○○課
       電話番号　：  （代）○○－○○○－○○○○〔（内）○○○○〕
２．持参（又は郵送）する書面の目録
３．持参（又は郵送）する書類の頁数　　全○○頁
４．持参（又は発送）年月日　　平成○年○月○日
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